
＜月次報告様式（新様式　令和５年４月～）＞
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1 R7.1.20 R7.1.28

令和３年度「地域の底力発展
事業助成金（講師おまかせス
マホ教室）」及び令和４年度
「町会・自治会防災対策普及
啓発事業助成金」における○
○に対する支出命令書

3 1 1 1

【東京都情報公開条例第7条第2号】
公にすることにより、特定の個人が識別でき、個人
の権利利益を害するおそれがあると認められるため
【東京都情報公開条例第7条第3号】
公にすることにより、団体の内部管理に属する事項
に関する情報であり、公にすることにより、団体の
事業運営が損なわれると認められるため、不開示と
する。

生活文化スポー
ツ局都民生活部
地域活動推進課

2 R7.1.24 R7.2.12

OnePublicの掲示板を使用して
行った、東京都と東京都23区
内の福祉事務所及び厚生労働
省とのやり取り全て（補正
後）

0 1

生活文化スポーツ局消費生活部取引指導課において
OnePublicのアカウントが存在していたが、掲示板を
使用しておらず、請求の対象となる公文書は存在し
ないため。

生活文化スポー
ツ局消費生活部
取引指導課

3 R7.1.20 R7.2.14
令和５年度東京都在住外国人
支援事業助成の実施及び交付
要綱の策定について

26 1
生活文化スポー
ツ局都民生活部
地域活動推進課

4 R7.1.20 R7.2.14
令和５年度東京都在住外国人
支援事業助成　実施報告書

11
実施機関においてインターネットにより提供を行っ
ており、東京都情報公開条例第18条第２項により、
開示対象外であるため

生活文化スポー
ツ局都民生活部
地域活動推進課

5 R7.1.5 R7.2.18

東京都生活文化スポーツ局が
実施する「名もなき家事」に
関する事業（キャッチフレー
ズ募集、アイディア募集、広
報、動画制作等）の全てに要
した経費の内訳（契約別）と
本事業に関する決裁文書の全
て

13 1
生活文化スポー
ツ局都民生活部
男女平等参画課

決定区分 （根拠規定）条例７条



月
整
理
番
号

請　求
年月日

決　定
年月日

公文書の件名
総
枚
数

開
示

一
部
開
示

不
開
示

不
存
在

存
否
応
答
拒
否

1
号

2
号

3
号

4
号

5
号

6
号

7
号

8
号

9
号

不開示理由等 所管局部課等
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6 R7.1.5 R7.2.18

東京都生活文化スポーツ局が
実施する「名もなき家事」に
関する事業（キャッチフレー
ズ募集、アイディア募集、広
報、動画制作等）の全てに要
した経費の内訳（契約別）と
本事業に関する決裁文書の全
て

262 1 1 1 1 1

【東京都情報公開条例第7条第2号】
公にすることにより、個人の権利利益を害するおそ
れがあると認められるため
【東京都情報公開条例第7条第3号】
公にすることにより、法人の事業運営上の地位その
他の社会的な地位が損なわれると認められるため
【東京都情報公開条例第7条第4号】
公にすることにより、法人印の偽造、その他の公共
の安全と秩序の維持に支障を及ぼすおそれがあると
認められるため
【東京都情報公開条例第7条第6号】
・非公開の審査委員会の情報であり、公にすること
により、委員等との信頼関係を損ね、事務又は事業
の適正な遂行に支障を及ぼすおそれが認められるた
め
・公にすることにより、当該契約事務の性質上、適
正な遂行に支障を及ぼすおそれがあると認められる
ため。
・公にすることにより、事務又は事業の適正な遂行
に支障を及ぼすおそれが認められるため

生活文化スポー
ツ局都民生活部
男女平等参画課

7 R7.2.12 R7.2.26

１ ６生安都第803号「トー
横」等における青少年・若者
の被害等の防止に係る情報連
絡会の開催について
２　取材案内「トー横」等に
おける青少年・若者の被害等
の防止に係る情報連絡会の開
催【第４回】
３　「トー横」等における青
少年・若者の被害等の防止に
係る情報連絡会次第

9 1
生活文化スポー
ツ局都民安全推
進部都民安全課

8 R7.2.12 R7.2.26
情報連絡会（第４回）タイム
テーブル

2 1 1
【東京都情報公開条例第7条第2号】
個人に関する情報で、特定の個人を識別することが
できるものであるため不開示

生活文化スポー
ツ局都民安全推
進部都民安全課

9 R7.2.12 R7.2.26

令和７年２月４日開催　トー
横の若者向け相談施設「きみ
まも＠歌舞伎町」に関する連
絡会議における会議録

1
当該公文書は実施機関では作成及び取得しておら
ず、存在しない。

生活文化スポー
ツ局都民安全推
進部都民安全課
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決定区分 （根拠規定）条例７条

10 R7.2.12 R7.2.26

会議資料「トー横」等におけ
る青少年・若者の被害等の防
止に係る情報連絡会の開催
【第４回】

18
実施機関においてインターネットにより提供を行っ
ており、東京都情報公開条例第18条第２項により、
開示対象外であるため

生活文化スポー
ツ局都民安全推
進部都民安全課

11 R6.12.23 R7.2.26

特定非営利活動法人○○の定
款、令和3年度 事業計画書、
令和4年度 事業計画書、令和3
年度 活動予算書、令和4年度
活動予算書、定款（補正
前）、令和3年度 事業計画書
（補正前）、令和4年度 事業
計画書（補正前）、令和3年度
活動予算書（補正前）、法人
台帳、（提出書類チェック
シート）特定非営利活動法人
の設立について（登記完了届
出受理）、履歴事項全部証明
書、設立時　財産目録、（提
出書類チェックシート）特定
非営利活動法人の定款変更に
ついて（届出受理）、新旧対
照表、認証書（案）、新旧対
照表、認証書の写し、（提出
書類チェックシート）特定非
営利活動法人の定款変更につ
いて（登記完了提出書受
理）、 105 1

生活文化スポー
ツ局都民生活部
管理法人課

4生都管第920号・5生都管第
835号 特定非営利活動法第29
条に規定する事業報告書等の
提出の督促等について 起案文
書、（案１～３）　督促書、
（案４）　事業報告書等の提
出がない法人から提出された
説明文書 、（別添）　ＮＰＯ
法人事業報告書等提出につい
てのよくあるお問い合わせ、
（別紙１）　督促対象法人内
訳、（別紙）市民への説明の
要請について、督促書の写
し、過料事件通知書の写し、
別添　履歴事項全部証明書、
別添　督促書の写し、別添
定款、別添　認証書
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決定区分 （根拠規定）条例７条

12 R6.12.23 R7.2.26

特定非営利活動法人○○の設
立認証申請書、委任状、設立
趣旨書、設立総会議事録、確
認書、就任承諾書及び誓約
書、役員の住所又は居所を証
する書面、社員名簿（社員の
うち10人以上の者の名簿）、
「特定非営利活動法人設立認
証申請」に係る補正書類の再
提出について、設立認証申請
書（補正前）、設立時の役員
名簿（補正前）、設立趣旨書
（補正前）、設立総会議事録
（補正前）、確認書（確認
書）、就任承諾書及び誓約書
（補正前）、社員名簿（社員
のうち10人以上の者の名簿）
（補正前）、設立認証申請
チェックリスト、申請書類形
式確認チェックリスト、2生都
管特第1244号 特定非営利活動
法人の設立について（認証決
定）起案文書、認証書
（案）、認証者の写し、設立
登記完了届出書、ＮＰＯ法
人：「設立登記完了届出書」
チェックリスト、 168 1 1 1 1 1

【東京都情報公開条例第7条第2号】
個人に関する情報で特定の個人を識別できるため
【東京都情報公開条例第7条第3号】
法人に関する情報で、法人の事業運営上の地位その
他社会的な地位が損なわれると認められるため
【東京都情報公開条例第7条第4号】
公にすることにより、偽造等の犯罪の予防に支障を
及ぼすため

生活文化スポー
ツ局都民生活部
管理法人課
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決定区分 （根拠規定）条例７条

住所変更届出書、ＮＰＯ法
人：「住所変更届出書」
チェックリスト、定款変更認
証申請書、委任状、社員総会
議事録、定変認証申請チェッ
クリスト（所轄庁変更な
し）、3生都管特第178号 特定
非営利活動法人の定款変更に
ついて（認証決定）起案文
書、定款の変更の登記完了提
出書、ＮＰＯ法人：「定款の
変更の登記完了提出書」
チェックリスト、令和3年度～
令和5年度 事業報告書等提出
書、ＮＰＯ法人「事業報告書
等提出書」チェックリスト、
定款の変更の認証に係る閲覧
書類提出書、ＮＰＯ法人：
「定款変更認証にかかる閲覧
書類の提出」チェックリス
ト、（別紙２）　督促対象法
人一覧、6生都管第345号 特定
非営利活動促進法第80条第5号
に基づく過料事件通知につい
て 起案文書、別紙　過料事件
通知対象法人一覧、別添　定
款変更認証申請書、別添　事
業報告書等提出書、令和6年4
月～12月 特定非営利活動法人
○○ に関する対応記録書

【東京都情報公開条例第7条第6号】
公にすることにより、都に対する通報者の信頼を損
ない、また、今後、都民等が自己の行動や意見など
が公にされることを懸念して都への通報を躊躇する
などした結果、法人の実態及び情報の把握や、違法
若しくは不当な行為の発見を困難にするおそれがあ
るため

13 R6.12.23 R7.2.26

特定非営利活動法人○○の設
立時の役員名簿、最新の履歴
事項全部証明書、令和3年度～
令和5年度事業報告書、活動計
算書、貸借対照表、計算書類
の注記、財産目録、年間役員
名簿、社員名簿（社員のうち
10人以上の者の名簿）、最新
の定款

【東京都情報公開条例第１８条第１項】
特定非営利活動促進法に基づく閲覧及び謄写の対象
となる公文書であり、開示対象外であるため

生活文化スポー
ツ局都民生活部
管理法人課
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決定区分 （根拠規定）条例７条

14 R7.2.18 R7.2.26

宗教法人○○の規則
(1)	規則認証時のおける規則
（昭和○○年○○月○○日登
記）
(2)	規則変更認証時における規
則変更事項
（昭和○○年○○月○○日交
付）

7 1 1 1

【東京都情報公開条例第7条第2号】
個人に関する情報で特定の個人を識別することがで
き、公にすることにより個人の権利利益を害するお
それがあるため。
【東京都情報公開条例第7条第4号】
印影を開示することとなると、偽造等による犯罪の
予防に支障を及ぼすおそれがあるため。

生活文化スポー
ツ局都民生活部
管理法人課

15 R7.2.19 R7.2.28
宗教法人○○の現行の規則
（昭和○○年○○月○○日登
記）

9 1 1 1

【東京都情報公開条例第7条第2号】
個人に関する情報で特定の個人を識別することがで
き、公にすることにより個人の権利利益を害するお
それがあるため。
【東京都情報公開条例第7条第4号】
印影を開示することとなると、偽造等による犯罪の
予防に支障を及ぼすおそれがあるため。

生活文化スポー
ツ局都民生活部
管理法人課


